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岡山県市町村総合事務組合の運営に関する条例の新旧対照表 

新 旧 
（学校医等の補償基礎額の特例） 
第 34 条 当該組合市町村の設置する学校（学校教育

法第 1 条に規定する学校をいう。）の非常勤の学校

医，学校歯科医及び学校薬剤師（以下この章にお

いて「学校医等」という。）についての補償基礎額

は，前条第 3 号の規定にかかわらず，死亡若しく

は負傷の原因である事故が発生した日又は診断に

よって死亡の原因である疾病の発生が確定した日

若しくは診断によって疾病の発生が確定した日

（第 44 条第 5 項及び第 6 項並びに第 51 条第 6 項

及び第 7 項において単に「事故発生日」という。）

における次の表の上欄に掲げる当該学校医等のそ

れぞれ医師，歯科医師又は薬剤師としての経験年

数に応じて，同表に掲げる額とする。 
医師，歯科医又は薬剤師と

しての経験年数 
5 年未満 

5 年以上 

10 年未満 

学校医及び学校歯科医の

補償基礎額 
6,618円 8,283 円 

学校薬剤師の補償基礎額 5,568 円 6,470 円 

 
10 年以上 

15 年未満 

15 年以上 

20 年未満 

20 年以上 

25 年未満 
25 年以上 

9,795 円 10,923 円 11,718円 12,438 円 

7,038 円 8,093 円 8,950 円 9,398 円 

２～５ 略 
 

（休業補償） 

第 40 条 非常勤の職員等が公務上負傷し，若しくは

疾病にかかり，又は通勤により負傷し，若しくは

疾病にかかり，療養のため勤務その他の業務に従

事することができない場合において，次のとおり

休業補償を支給する。 
(1)～(2) 略 

２ 前項にかかわらず，次に掲げる場合には，その

拘禁され，又は収容されている期間については，

休業補償は行わない。 
 (1) 略 

（学校医等の補償基礎額の特例） 
第 34 条 当該組合市町村の設置する学校（学校教育

法第 1 条に規定する学校をいう。）の非常勤の学校

医，学校歯科医及び学校薬剤師（以下この章にお

いて「学校医等」という。）についての補償基礎額

は，前条第 3 号の規定にかかわらず，死亡若しく

は負傷の原因である事故が発生した日又は診断に

よって死亡の原因である疾病の発生が確定した日

若しくは診断によって疾病の発生が確定した日

（第 44 条第 5 項及び第 6 項並びに第 51 条第 6 項

及び第 7 項において単に「事故発生日」という。）

における次の表の上欄に掲げる当該学校医等のそ

れぞれ医師，歯科医師又は薬剤師としての経験年

数に応じて，同表に掲げる額とする。 
医師，歯科医又は薬剤師と

しての経験年数 
5 年未満 

5 年以上 

10 年未満 

学校医及び学校歯科医の

補償基礎額 
6,245円 8,003 円 

学校薬剤師の補償基礎額 5,263 円 6,240 円 

 
10 年以上 

15 年未満 

15 年以上 

20 年未満 

20 年以上 

25 年未満 
25 年以上 

9,608 円 10,810 円 11,645円 12,388 円 

6,900 円 8,028 円 8,908 円 9,370 円 

２～５ 略 
 

（休業補償） 

第 40 条 非常勤の職員等が公務上負傷し，若しくは

疾病にかかり，又は通勤により負傷し，若しくは

疾病にかかり，療養のため勤務その他の業務に従

事することができない場合において，次のとおり

休業補償を支給する。 
(1)～(2) 略  

２ 前項にかかわらず，次に掲げる場合には，その

拘禁され，又は収容されている期間については，

休業補償は行わない。 
 (1) 略  
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 (2) 少年法第 24 条の規定による保護処分として

少年院若しくは児童自立支援施設に送致され，収容

されている場合，同法第 64 条の規定による保護処分

として少年院に送致され，収容されている場合又は

同法第 66 条の規定による決定により少年院に収容

されている場合                       

                        

             
 
（介護補償） 

第46条 傷病補償年金又は障害補償年金を受ける権

利を有する者が，当該傷病補償年金又は障害補償

年金を支給すべき事由となった障害であって介護

を要する状態の区分に応じ、次の表に掲げる障害

の程度のものにより，常時又は随時介護を要する

状態にあり，かつ，常時又は随時介護を受けてい

る場合においては，介護補償として，当該介護を

受けている期間，常時又は随時介護を受ける場合

に同表に掲げる介護を受けた日の区分ごとに同表

に定める金額を支給する。ただし，次に掲げる場

合には，その入院し，又は入所している期間につ

いては，介護補償は，行わない。 
 (1)～(3) 略 

介護を
要する
状態の
区分 

障  害 介護を受けた日の
区分 金  額 

常時介
護を要
する状
態 

1 神経系統の機能
又は精神の著し
い障害であって，
その程度が常に
介護を要するも
の 

2 胸腹部臓器の機
能の著しい障害
であって，その程
度が常に介護を
要するもの 

3 前 2 号に掲げる
もののほか，第
41 条の表に定め
る第 1 級に該当
する障害であっ
て前 2 号に掲げ
るものと同程度
の介護を要する
もの又は第 42 条
の表に定める第1
級に該当する障
害であって前 2
号に掲げるもの
と同程度の介護
を要するもの 

1 一の月に介護に
要する費用を支
出して介護を受
けた日があると
き（次号に掲げる
場合を除く。） 

その月における介
護に要する費用と
して支出された費
用の額（その額が
177,950 円を超え
るときは 177,950
円） 

2 一の月に親族又
はこれに準ずる
者による介護を
受けた日がある
とき（その月に介
護に要する費用
を支出して介護
を受けた日があ
る場合にあって
は，当該介護に要
する費用として
支出された額が
81,290 円以下で
あるときに限る。） 

月額81,290円(新た
に介護補償を支給
すべき事由が生じ
た月にあっては，介
護に要する費用と
して支出された額) 

随 時 介
護 を 要
す る 状
態 

1 神経系統の機能
又は精神の著し
い障害であって，
その程度が随時
介護を要するも
の 

1 一の月に介護に
要する費用を支
出して介護を受
けた日があると
き（次号に掲げる
場合を除く。） 

その月における介
護に要する費用と
して支出された費
用の額（その額が
88,980 円を超える
ときは 88,980 円） 

 (2) 少年法第 24 条の規定による保護処分として

少年院若しくは児童自立支援施設に送致され，収容

されている場合，同法第 64 条の規定による保護処分

として少年院に送致され，収容されている場合，   
同法第 66 条の規定による決定により少年院に収容

されている場合又は売春防止法（昭和 31 年法律第

118 号）第 17 条の規定による補導処分として婦人補

導院に収容されている場合 
 
（介護補償） 

第46条 傷病補償年金又は障害補償年金を受ける権

利を有する者が，当該傷病補償年金又は障害補償

年金を支給すべき事由となった障害であって介護

を要する状態の区分に応じ、次の表に掲げる障害

の程度のものにより，常時又は随時介護を要する

状態にあり，かつ，常時又は随時介護を受けてい

る場合においては，介護補償として，当該介護を

受けている期間，常時又は随時介護を受ける場合

に同表に掲げる介護を受けた日の区分ごとに同表

に定める金額を支給する。ただし，次に掲げる場

合には，その入院し，又は入所している期間につ

いては，介護補償は，行わない。 
 (1)～(3) 略 

介護を
要する
状態の
区分 

障  害 介護を受けた日の
区分 金  額 

常時介
護を要
する状
態 

1 神経系統の機能
又は精神の著し
い障害であって，
その程度が常に
介護を要するも
の 

2 胸腹部臓器の機
能の著しい障害
であって，その程
度が常に介護を
要するもの 

3 前 2 号に掲げる
もののほか，第
41 条の表に定め
る第 1 級に該当
する障害であっ
て前 2 号に掲げ
るものと同程度
の介護を要する
もの又は第 42 条
の表に定める第1
級に該当する障
害であって前 2
号に掲げるもの
と同程度の介護
を要するもの 

1 一の月に介護に
要する費用を支
出して介護を受
けた日があると
き（次号に掲げる
場合を除く。） 

その月における介
護に要する費用と
して支出された費
用の額（その額が
172,550 円を超え
るときは 172,550
円） 

2 一の月に親族又
はこれに準ずる
者による介護を
受けた日がある
とき（その月に介
護に要する費用
を支出して介護
を受けた日があ
る場合にあって
は，当該介護に要
する費用として
支出された額が
77,890 円以下で
あるときに限る。） 

月額77,890円(新た
に介護補償を支給
すべき事由が生じ
た月にあっては，介
護に要する費用と
して支出された額) 

随 時 介
護 を 要
す る 状
態 

1 神経系統の機能
又は精神の著し
い障害であって，
その程度が随時
介護を要するも
の 

1 一の月に介護に
要する費用を支
出して介護を受
けた日があると
き（次号に掲げる
場合を除く。） 

その月における介
護に要する費用と
して支出された費
用の額（その額が
86,280 円を超える
ときは 86,280 円） 
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2 胸腹部臓器の機
能の著しい障害
であって，その程
度が随時介護を
要するもの 

3 第 41 条の表に
定める第 1 級に
該当する障害で
あって前 2 号に
掲げるものと同
程度の介護を要
するもの又は第
42 条の表に定め
る第 1 級に該当
する障害であっ
て前 2 号に掲げ
るものと同程度
の介護を要する
もの 

2 一の月に親族又
はこれに準ずる
者による介護を
受けた日がある
とき（その月に介
護に要する費用
を支出して介護
を受けた日があ
る場合にあって
は，当該介護に要
する費用として
支給された額が
40,600 円以下で
あるときに限る。） 

月額40,600円(新た
に介護補償を支給
すべき事由が生じ
た月にあっては，介
護に要する費用と
して支出された額) 

 
（休業補償） 
第 124 条 非常勤消防団員等が公務により，又は消

防作業等に従事し，若しくは救急業務に協力し，

又は応急措置の業務に従事したことにより，負傷

し，又は疾病にかかり，療養のため勤務その他の

業務に従事することができない場合において，給

与その他の業務上の収入を得ることができないと

きは，組合は，休業補償として，当該非常勤消防

団員等に対して，その収入を得ることができない

期間，1 日につき，補償基礎額の 100 分の 60 に相

当する金額を支給する。ただし，次に掲げる場合

には，その拘禁され，又は収容されている期間に

ついては，休業補償は，行わない。 
 (1) 略 
 (2) 少年法第 24 条の規定による保護処分として

少年院若しくは児童自立支援施設に送致され，収容

されている場合，同法第 64 条の規定による保護処分

として少年院に送致され，収容されている場合又は

同法第 66 条の規定による決定により少年院に収容

されている場合                       

                        

             
 
（介護補償） 

第 129 条 略 
２  介護補償は，月を単位として支給するものとし，

その額は，1 月につき，次の各号に掲げる区分に応

じ，当該各号に定める額とする。 
 (1) 介護補償に係る障害（障害の状態に変更があ

った場合には，その月における最初の変更の前

の障害。第 3 号において同じ。）が前項の表常時

2 胸腹部臓器の機
能の著しい障害
であって，その程
度が随時介護を
要するもの 

3 第 41 条の表に
定める第 1 級に
該当する障害で
あって前 2 号に
掲げるものと同
程度の介護を要
するもの又は第
42 条の表に定め
る第 1 級に該当
する障害であっ
て前 2 号に掲げ
るものと同程度
の介護を要する
もの 

2 一の月に親族又
はこれに準ずる
者による介護を
受けた日がある
とき（その月に介
護に要する費用
を支出して介護
を受けた日があ
る場合にあって
は，当該介護に要
する費用として
支給された額が
38,900 円以下で
あるときに限る。） 

月額38,900円(新た
に介護補償を支給
すべき事由が生じ
た月にあっては，介
護に要する費用と
して支出された額) 

 
（休業補償） 
第 124 条 非常勤消防団員等が公務により，又は消

防作業等に従事し，若しくは救急業務に協力し，

又は応急措置の業務に従事したことにより，負傷

し，又は疾病にかかり，療養のため勤務その他の

業務に従事することができない場合において，給

与その他の業務上の収入を得ることができないと

きは，組合は，休業補償として，当該非常勤消防

団員等に対して，その収入を得ることができない

期間，1 日につき，補償基礎額の 100 分の 60 に相

当する金額を支給する。ただし，次に掲げる場合

には，その拘禁され，又は収容されている期間に

ついては，休業補償は，行わない。 
 (1) 略 
 (2) 少年法第 24 条の規定による保護処分として

少年院若しくは児童自立支援施設に送致され，収容

されている場合，同法第 64 条の規定による保護処分

として少年院に送致され，収容されている場合，   
同法第 66 条の規定による決定により少年院に収容

されている場合又は売春防止法（昭和 31 年法律第

118 号）第 17 条の規定による補導処分として婦人補

導院に収容されている場合 
  
（介護補償） 
第 129 条 略 
２  介護補償は，月を単位として支給するものとし，

その額は，1 月につき，次の各号に掲げる区分に応

じ，当該各号に定める額とする。 
 (1) 介護補償に係る障害（障害の状態に変更があ

った場合には，その月における最初の変更の前

の障害。第 3 号において同じ。）が前項の表常時
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介護を要する状態の項の右欄に定める障害のい

ずれかに該当する場合（次号において「常時介

護を要する場合」という。）において，その月に

介護に要する費用を支出して介護を受けた日が

あるとき（次号に掲げるときを除く。）その月に

おける介護に要する費用として支出された額

（その額が177,950円を超えるときは，177,950円） 
 (2) 常時介護を要する場合において，その月（新

たに介護補償を支給すべき事由が生じた月を除

く。以下この号及び第 4 号において同じ。）に親

族又はこれに準ずる者による介護を受けた日が

あるとき（その月に介護に要する費用を支出し

て介護を受けた日がある場合にあっては，当該

介護に要する費用として支出された額が 81,290
円以下である場合に限る。） 81,290 円 

 (3) 介護補償に係る障害が前項の表随時介護を要

する状態の項の右欄に定める障害のいずれかに

該当する場合（次号において「随時介護を要す

る場合」という。）において，その月に介護に要

する費用を支出して介護を受けた日があるとき

（次号に掲げるときを除く。）その月における介

護に要する費用として支出された額（その額が

88,980 円を超えるときは，88,980 円） 
 (4) 随時介護を要する場合において，その月に親

族又はこれに準ずる者による介護を受けた日が

あるとき（その月に介護に要する費用を支出し

て介護を受けた日がある場合にあっては，当該

介護に要する費用として支出された額が 40,600
円以下である場合に限る。） 40,600 円 

介護を要する状態の項の右欄に定める障害のい

ずれかに該当する場合（次号において「常時介

護を要する場合」という。）において，その月に

介護に要する費用を支出して介護を受けた日が

あるとき（次号に掲げるときを除く。）その月に

おける介護に要する費用として支出された額

（その額が172,550円を超えるときは，172,550円） 
 (2) 常時介護を要する場合において，その月（新

たに介護補償を支給すべき事由が生じた月を除

く。以下この号及び第 4 号において同じ。）に親

族又はこれに準ずる者による介護を受けた日が

あるとき（その月に介護に要する費用を支出し

て介護を受けた日がある場合にあっては，当該

介護に要する費用として支出された額が 77,890
円以下である場合に限る。） 77,890 円 

 (3) 介護補償に係る障害が前項の表随時介護を要

する状態の項の右欄に定める障害のいずれかに

該当する場合（次号において「随時介護を要す

る場合」という。）において，その月に介護に要

する費用を支出して介護を受けた日があるとき

（次号に掲げるときを除く。）その月における介

護に要する費用として支出された額（その額が

86,280 円を超えるときは，86,280 円） 
 (4) 随時介護を要する場合において，その月に親

族又はこれに準ずる者による介護を受けた日が

あるとき（その月に介護に要する費用を支出し

て介護を受けた日がある場合にあっては，当該

介護に要する費用として支出された額が 38,900
円以下である場合に限る。） 38,900 円 

 


